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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．１ 評価フロー

• 以下のフローに基づき評価を実施した。

１．検討対象領域の設定

③地震調査研究推進本部（2012，2017a，
2019）の評価

②日本海溝・千島海溝島弧会合部を跨ぐ
津波地震に関する評価

⑥地震規模の設定

⑦既往津波の再現解析

２．基準断層モデルの設定

⑧基準断層モデルの設定

３．波源特性の不確かさの考慮

⑧概略パラメータスタディ

⑨詳細パラメータスタディ

1896年明治三陸地震津波の再現解析

土木学会（2009），Murotani et al.
（2013）の知見の整理

中央防災会議（2005）の断層モデルを参考に設定

1896年明治三陸地震津波の痕跡高と比較し，妥当
性を確認（安全側の設定になっていることを確認）

土木学会（2002，2016）を参考に波源
位置および走向の不確かさを考慮

波源位置：10㎞単位で移動

防波堤の有無が波源位置の抽出に
及ぼす影響を確認

土木学会（2002，2016）を参考に傾斜角，
すべり角の不確かさを考慮

①地震調査研究推進本部（2017a，2019）
の評価

【評価フロー】

スロー地震活動域と過去に発生した
地震の位置関係の整理

２．地震規模の設定

④国内外で発生した津波地震の地震規
模の確認

⑤地震規模（Mw）の設定分布幅に関する
知見の整理

1896年明治三陸地震津波再現モデル
（Mw8.28）を上回る地震規模（Mw8.5）を考慮

第1027回審査会合（R4.1.28）

資料1-1 p266 再掲
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．２ 検討対象領域の設定

• 日本海溝沿いにおける津波地震の発生領域について，地震調査研究推進本部（2019）は，1611年の慶長三陸地震及び1896年の明治三陸地震タイ
プの地震が特定の領域で繰り返し発生する地震であると判断できるほどの知見はないことを踏まえ，青森県東方沖から房総沖にかけての海溝より
のいずれかの場所で同様の地震が発生する可能性があると評価している。

• また，千島海溝沿いについて，地震調査研究推進本部（2017a）は，顕著な被害を伴った津波地震は知られていないが，同じ太平洋プレートと陸の
プレートの境界である日本海溝では被害の大きい津波地震が発生していることを踏まえ，1963年の地震，1973年根室半島沖地震，1975年の地震
及び2003年十勝沖地震の津波地震の発生領域を基に，発生領域として海溝寄りの領域を設定している。

地震調査研究推進本部（2017a）における

千島海溝沿いの評価対象領域

地震調査研究推進本部（2019）における

日本海溝沿いの評価対象領域

■地震調査研究推進本部の評価

第1027回審査会合（R4.1.28）

資料1-1 p267 再掲
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• Nishikawa et al.(2019)は，日本海溝沿いのスロー地震活動域と過去に発生した地震との位置関係を整理し，1896年明治三陸地震はスロー地震活動域
の浅部で発生したことを示している。

• Tanaka et al.(2019)は，防災科学技術研究所のS-netによる地震記録から，日本海溝・千島海溝島弧会合部付近におけるスロー地震活動域を整理し，
島弧会合部浅部で超低周波地震が発生しているとともに，既往地震（1968年，1994年，2003年）はスロー地震活動域を避けるように発生していることを
示している。

島弧会合部付近におけるスロー地震活動域と既往地震のアスペリティ分布の比較

（Tanaka et al.（2019））

〇 ：テクトニック微動活動発生位置 ―：1968年十勝沖地震のアスペリティ
◆，×：超低周波地震発生位置 ―：1994年三陸沖地震のアスペリティ
＋ ：観測機器設置位置 〇：余震

―：2003年十勝沖地震のアスペリティ
☆：各地震の震央

日本海溝および南海トラフにおけるスロー地震活動と構造的不均質性
の関係（概略図）（Nishikawa et al.（2019）に一部加筆）

■日本海溝・千島海溝島弧会合部を跨ぐ津波地震に関する評価

上記地震学的知見から，日本海溝・千島海溝島弧会合部を跨ぐ津波地震の発生可能性は低いと考えられる。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．２ 検討対象領域の設定

第1027回審査会合（R4.1.28）

資料1-1 p268 再掲
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．２ 検討対象領域の設定

検討対象領域

（地震調査研究推進本部（2017a，2019）に一部加筆）

• 地震調査研究推進本部（2017a，2019）の評価を踏まえ，検討対象領域は日本海溝から千島海溝を対象とする。

• 日本海溝・千島海溝島弧会合部付近ではスロー地震活動域が分布していることから，島弧会合部を跨ぐ津波地震の発生可能性は低いと考えられ
るが，安全側に島弧会合部を跨ぐ津波地震も考慮する。

■まとめ

第1027回審査会合（R4.1.28）

資料1-1 p269 再掲



289

次の三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間地震（津波地震）の発生確率等

（地震調査研究推進本部（2012））

項目
将来の地震発
生確率等注2 備考

評価の
信頼度注４

今後10年以内の発生確率
＃
今後20年以内の発生確率
＃
今後30年以内の発生確率
＃
今後40年以内の発生確率
＃
今後50年以内の発生確率
＃
今後100年以内の発生確率
＃
今後300年以内の発生確率
＃

9％程度
（2％程度）
20％程度
（5％程度）
30％程度
（7％程度）
30％程度
（9％程度）
40％程度
（10％程度）
60％程度
（20％程度）
90％程度以上
（50％程度）

約412年間に顕著な津波を伴った地震が三陸
沖北部から房総沖の海溝寄りに4回発生して
いると判断し，平均発生間隔を103年（=412
年/4回）とし，ポアソン過程により三陸沖北
部から房総沖の海溝寄りのどこかで発生する
確率を算出した。また，1896年の地震の断層
長が三陸沖北部から房総沖の海溝寄り全体の
0.25倍程度を占めることから，特定の海域で
は同様の地震が412年に1回発生するものとし
て，ポアソン過程から発生確率を算出した。

＃三陸沖北部から房総沖の海溝寄り全体での
発生確率を示す。（）は特定の海域の値。

C

次の地震の規模 Mt8.6-Mt9.0注3 過去に発生した地震のMt等を参考にして判断
した。津波地震であるためMはMtより小さい。 A

注２ 評価時点がどの時点でもポアソン過程を用いているため確率は変化しない。

注３ Mの推定値のばらつきについて，「程度」及び「前後」を使用。「程度」は「前後」よりばらつきが大きい場合に使用した。

注４ 評価の信頼度

■規模の評価の信頼度：A

想定地震と同様な過去の地震の規模から想定規模を推定した。過去の地震データが比較的多くあり，規模の信頼性は高い。

■発生確率の評価の信頼度：Ｃ

想定地震と同様な過去の地震データが少なく，必要に応じ地震学的知見を用いて発生確率を求めたため，発生確率の値の信頼性はやや低い。

今後の新しい知見により値が大きく変わり得る。

• 地震調査研究推進本部（2012，2019）では，日本海溝沿いで発生する次の津波地震の規模を1896年明治三陸地震津波の規模（Mt8.6～Mt9.0）※１

とし，その信頼度を「Ａ」と評価している。

※１：地震調査研究推進本部（2012，2019）では，1896年明治三陸地震津波の地震規模について以下のとおり評価している。

→ Mt8.6，9.0はともに阿部（2003） ※２による値。阿部（2003）によると「遡上高の平均値に阿部（1999）のMt決定法を適用すると9.0が求められるが，この値は過大評価気味である」

とのことであるが，本報告ではMt9.0も十分考えられると判断した。

※２：阿部（2003）の知見，津波地震のMtとMwの関係の詳細は，補足説明資料「Ⅲ．「津波地震」に起因する津波の評価 １．阿部（2003）及びMtとMwの関係」に記載。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．３ 地震規模の設定

■地震調査研究推進本部の評価：日本海溝沿い

第1027回審査会合（R4.1.28）
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項目 将来の地震発生確率等注1 備考

今後10年以内の発生確率
今後20年以内の発生確率
今後30年以内の発生確率
今後40年以内の発生確率
今後50年以内の発生確率

20％程度注2

40％程度
50％程度
60％程度
70％程度

1900年以降の117年間に、Mt8.0程度の地震が3回発生し
ているため、発生頻度を39.0年に1回とし、ポアソン過
程から発生確率を算出した

次の地震の規模 Mt8.0程度注3 過去に発生した地震のMtを参考にして判断した。津波地
震である場合はMはMtより小さい。

次の十勝沖から択捉島沖の海溝寄りのプレート間地震（津波地震等）

（地震調査研究推進本部（2017a））

注１ 評価時点がどの時点でもポアソン過程を用いているため確率は変化しない。

注２ 海溝型地震の発生確率表記のルールでは、当該の地震の発生確率をその最新の発生時刻、平均発生間隔、ばらつきを用いて算定する。

有効桁数は1として計算結果を丸めて以下の表記の規程を適用する。

＜計算結果（％）＞ → ＜評価としての表記例＞
10以上94.5未満 →              「d0%程度」

注３ この報告書では、Mの数値の推定のばらつきについて、「程度」及び「前後」を使用した。「程度」は「前後」よりばらつきが大きい場合に使用した。

• 地震調査研究推進本部（2017a）では，十勝沖から択捉島沖で発生する次の津波地震の規模をMt8.0程度と評価している。

• 千島海溝沿いで発生した津波地震で顕著な被害を及ぼしたものは記録に無いが，隣接する日本海溝沿いでは，より規模の大きな津波地震が発生
し，多数の死傷者を伴っており（1896年明治三陸地震，M8.2，Mt8.6～9.0），規模の大きな津波地震が発生する可能性は否定できないとしている。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．３ 地震規模の設定

■地震調査研究推進本部の評価：千島海溝沿い

第1027回審査会合（R4.1.28）
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• 1896年明治三陸地震津波（Mw8.3，土木学会（2016））は，国内外で発生した最大規模の地震である。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．３ 地震規模の設定

■国内外で発生した津波地震の地震規模に関する知見

世界の津波地震発生位置（POLET and KANAMORI(2008)に一部加筆）

第1027回審査会合（R4.1.28）
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• 土木学会（2009）では，日本付近でほぼ同じ領域が破壊したと考えられる過去の固有地震の規模範囲を整理し，「マグニチュードの決定精度に
問題はあると思われるが，マグニチュード幅は0.3～0.6程度の範囲に分布している。」としている。

• Murotani et al.（2013）によるM７～９クラスまでに適用可能なスケーリング則（M0＝16/(7・π3/2）・⊿σ・S3/2）から，破壊領域（S）とM0の関係式の
平均応力降下量を算定すると1.57MPaであり，標準偏差SD（±σ）を考慮すると最小で0.82MPa，最大で3.0MPaとなる。

• 破壊領域（S）を固定した場合の各平均応力降下量のMwを算定すると，⊿σ=1.57MPaによるMwに対して⊿σ=0.82MPaは-0.2，⊿σ=3.00MPaは
+0.2となる。

S=1.34×10－10Mo2/3

（SD（±σ）=1.54）

破壊領域（S）とMoの関係（Murotani et al.(2013)）

平均応力降下量⊿σ=1.57MPa

S＋σ時の平均応力降下量⊿σ=0.82MPa

S－σ時の平均応力降下量⊿σ=3.00MPa

過去の固有地震の規模範囲

（土木学会（2009））

以上から，地震規模（Mw）の分布幅は，基準±0.2と整理される。

■地震規模（Mw）の分布幅に関する知見の整理

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．３ 地震規模の設定

第1027回審査会合（R4.1.28）
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• 地震調査研究推進本部（2012，2019）では，日本海溝沿いで発生する次の地震の規模を1896年明治三陸地震津波と評価している。また，地震
調査研究推進本部（2017a）では，千島海溝沿いで発生する次の地震規模をMt8.0程度と評価しているが，日本海溝沿いではより規模の大きな
津波地震が発生していることを踏まえ，Mt8.0程度よりも規模が大きい津波地震が発生する可能性は否定できないとしている。

• 1896年明治三陸地震津波は国内外で発生した最大規模の地震であるが，地震規模の分布幅について，土木学会（2009）は，日本付近でほぼ
同じ領域が破壊したと考えられる過去の固有地震の規模範囲を整理し，マグニチュード幅は0.3～0.6程度の範囲に分布するとしている。また，
Murotani et al.（2013）は，M７～９クラスまでに適用可能なスケーリング則から，マグニチュード幅は±0.2の範囲に分布するとしている。

• 以上から，基準断層モデルの地震規模は，国内外で発生した最大規模の1896年明治三陸地震津波の痕跡高を再現するモデル（Mw8.28）を上
回るMw8.5を考慮する。

■まとめ

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．３ 地震規模の設定

第1027回審査会合（R4.1.28）
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断層パラメータ 設定方法 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw (logM0-9.1)/1.5 8.28

長さ L（km） 土木学会（2016） 210

幅 W（km） 土木学会（2016） 50

剛性率 μ（N/m2） 土木学会（2016） 3.5×1010

すべり量 Dmax(m)
土木学会（2016）を基本として，再現性
が確認できるすべり量に補正。

9.0

地震ﾓｰﾒﾝﾄ Mo（N・m） μLWD 3.31×1021

走向 θ（°）
土木学会（2002）を基本として，再現性
が確認できる走向に補正。

190

断層上縁深さ d（km） 土木学会（2016） 1

傾斜角 δ（°） 土木学会（2016） 20

すべり角 λ（°） 土木学会（2016） 75

ライズタイム τ（s） 相田（1986） 60

再現モデルの波源位置 地殻変動量分布

• 土木学会（2016）を参考として，1896年明治三陸地震津波の再現モデルを設定した。

【再現モデルの設定】
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• 土木学会（2016）の目安（0.95＜Ｋ＜1.05，κ＜1.45）を満足しており，各断層パラメータの設定値が妥当であることを確認した。

【再現性の確認結果※】

既往津波 K κ n 既往津波高

1896年明治三陸地震津波 1.00 1.44 246
伊木（1897），
松尾（1933）

東通原子力
発電所

東通原子力
発電所

■既往津波の再現解析

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．４ 基準断層モデルの設定

※：再現性の確認に用いた計算条件等の詳細は，補足説明資料「Ⅶ．計算条件等
３．既往津波の再現解析」に記載。
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• 土木学会（2016）等を参考として，3.5×1010（N/㎡）とした。

Vp/Vs比に関する既往研究例（伊藤・大東（1996））

■既往津波の再現解析：剛性率の設定

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．４ 基準断層モデルの設定

震源付近の媒質の剛性率（土木学会（2016））

P波速度構造に関する既往研究例（土木学会（2016））

第1027回審査会合（R4.1.28）

資料1-1 p276 再掲



296

• 実際の地震の震源過程（＝初期破壊から震源域全体に破壊が及ぶ過程）が終了するのに要する時間が数秒から１分程度であることに対して，
相田（1986）は津波解析上の変動時間（以下，「津波初期変位分布のライズタイム」という。）の設定方法を以下のとおり示している。

• 日本海溝沿いで発生しているM８クラスの地震の断層長さL：150（km）～200（km）程度（土木学会（2002）），破壊伝播速度Vr：2.4（km/s）～3.0
（km/s）（地震調査研究推進本部（2009）），ある１点で断層ずれを形成する時間（＝立上り時間）τ：5（s）程度（相田（1986））とすると，津波初期
変位分布のライズタイムは，55（s）～88（s）程度となる。

津波初期変位分布のライズタイム（s）＝（ L（km）/ Vr（km/s ） ）＋τ（s）

ここで，

L ：断層長さ（km）

Vr ：破壊伝播速度（km/s）

τ ：ある１点で断層ずれを形成する時間（＝立上り時間）（s）

以上を踏まえ，津波初期変位分布のライズタイムを60（s）に設定した※。

※：津波初期変位分布の解析上の考慮方法

→ Mansinha and Smylie(1971)の方法により計算される津波初期変位分布（＝断層面全体の鉛直

変位分布）を破壊終了時変位，その変動終了時間：60（s）（＝ライズタイム）として，津波解析と

同様の時間格子間隔Δｔ：0.1（ｓ）を用いて一様に変位を与える。

変動完了
変
位

（m）

時間（s）60(s)
Δt=0.1(s)

■ライズタイムの設定

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．４ 基準断層モデルの設定
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1896年明治三陸地震津波の痕跡高を用いたインバージョンモデル及び痕跡高と計算値の比較（中央防災会議（2005）に一部加筆）

Tanioka and Satake（1996）モデル（Mw8.0）
の断層範囲

• 中央防災会議（2005）では，1896年明治三陸地震津波の痕跡高を用いたインバージョン手法により，すべりの不均質性を考慮した断層モデル（断層面積：
約23千km2，代表長さ：約330km，平均幅：約70km）を推定している。

• 同モデルは，申請時の基準断層モデル（Mw8.3）やTanioka and Satake（1996）の断層モデル（Mw8.0）よりも地震規模が大きいとともに（Mw8.5※），痕跡高
よりも計算値が大きい（K=0.77，κ=1.4）。

• 以上から，基準断層モデルは，中央防災会議（2005）の断層モデルのすべり分布を参考に設定する。

※：すべり量，面積から剛性率を逆算するとμ=5.24×1010（N/㎡）であるが，土木学会（2002）を参考に設定した再現モデルのμ=3.5×1010（N/㎡）を用いるとMw8.48である。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．４ 基準断層モデルの設定

■設定方針
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断層パラメータ 設定方法 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw

地震規模（Mw）の分布幅に関する知見，
国内外で発生した最大規模の1896年明
治三陸地震津波の地震規模を踏まえて
設定

8.5

長さ L（km） 中央防災会議（2005）のすべり分布を参
考に，既往津波再現モデルに，Mwに関連
する断層パラメータのスケーリング則（限
界を設定しない）を適用して設定。

271

幅 W（km） 64

すべり量 D(m) 11.60

剛性率 μ（N/m2） 既往津波再現モデルに基づき設定。 3.5×1010

地震ﾓｰﾒﾝﾄ Mo（Nm） μLWD 7.08×1021

断層上縁深さ d（km）

既往津波再現モデルに基づき設定。

1

傾斜角 δ（°） 20

すべり角 λ（°） 75

ライズタイム τ（s） 既往津波再現モデルに基づき設定。 60

諸元

基準断層モデル

（波源位置：1896年明治三陸地震津波発生位置）

• 既往津波（1896年明治三陸地震津波）の再現モデル，中央防災会議（2005）の断層モデルのすべり分布を参考に，土木学会（2002）に示される
Mwに関連する断層パラメータのスケーリング則を適用して，長さ，幅，すべり量，剛性率，地震モーメント，傾斜角，ライズタイムを以下のとおり
設定した。

背景：中防防災会議（2005）の断層モデル

黒線：基準断層モデル

1896年明治三陸地震津波の痕跡高と比較し，設定した断層モデルの妥当性を確認する。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．４ 基準断層モデルの設定

■基準断層モデルの設定：長さ，幅，すべり量，剛性率，断層上縁深さ，傾斜角，ライズタイムの設定

東通原子力

発電所
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）

断層モデル K κ n 既往津波高

基準断層モデル 0.66 1.54 246
伊木（1897），
松尾（1933）

（参考）
中央防災会議（2005）

0.77 1.4 143※

• 設定した断層モデルは1896年明治三陸地震津波の痕跡高よりも十分に大きく（K=0.66），安全側の設定になっていることを確認した。

1896年明治三陸地震津波の痕跡高と計算津波高の比較

1896年明治三陸地震津波の痕跡高との比較（K，κ）

※：痕跡高と計算値の比較図（p297）から読み取り

)

（黄
金)

既往津波高

計算津波高

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．４ 基準断層モデルの設定

■基準断層モデルの設定：1896年明治三陸地震津波の痕跡高との比較
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断層パラメータ 設定方法 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄ
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

Mw

地震規模（Mw）の分布幅に
関する知見，国内外で発生
した最大規模の1896年明
治三陸地震津波の地震規
模を踏まえて設定

8.5

長さ L（km） 既往津波再現モデル，中央
防災会議（2005）のすべり
分布を参考に，Mwに関連
する断層パラメータのス
ケーリング則（限界を設定し
ない）を適用して設定。

271

幅 W（km） 64

すべり量 D(m) 11.60

剛性率 μ（N/m2）
既往津波再現モデルに基
づき設定。

3.5×1010

地震ﾓｰﾒﾝﾄ Mo（Nm） μLWD 7.08×1021

走向 θ（°）
地震調査研究推進本部
（2014）の津波地震の断層
面を参考に設定。

197

断層上縁深さ d（km） 既往津波再現モデルに基
づき設定。

1

傾斜角 δ（°） 20

すべり角 λ（°）
走向とすべり方向に基づき
設定。

83.6

ライズタイム τ（s）
既往津波再現モデルに基
づき設定。

60

諸元

東通原子力

発電所

• 地震調査研究推進本部（2014）による津波地震の断層面の設定方法を参考として，発電所に影響が大きい位置（日本海溝北端）を基準位置とした。

• 上記波源位置における走向，すべり角を含めた諸元を以下に示す。

三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの

プレート間地震（津波地震）の断層面

（地震調査研究推進本部（2014）に一部加筆）

基準断層モデル

（波源位置：基準）

■基準断層モデルの設定

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．４ 基準断層モデルの設定
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■基準断層モデルによる計算結果

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．４ 基準断層モデルの設定

• 基準断層モデル（Mw8.5）による計算結果を示す。

• 水位上昇側については，申請時の基準断層モデル（Mw8.3）の計算結果もあわせて示す。

最大水位上昇量（m）

備考
敷地前面 取水口前面

補機冷却海水
系取水口前面

放水路護岸
前面

基準断層モデル
（Mw8.5）

6.66 5.94 5.96 5.72

申請時
基準断層モデル
（Mw8.3）

6.46 4.74 ― 4.43
補機冷却海水系取水口を反映す
る前の地形による計算結果

【水位上昇側】

最大水位下降量（m）
備考

補機冷却海水系取水口前面

基準断層モデル
（Mw8.5）

-4.09

【水位下降側】
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【概略パラメータスタディ】

最大水位上昇量・

下降量最大ケース検討対象領域
変動範囲

位置 走向※２

日本海溝沿い
基準（日本海溝北端）
南へ10km，20km，30km移動

基準，基準±5°，
基準+10°

日本海溝～
千島海溝沿い

基準（日本海溝北端）から
北東へ10km～260㎞移動（10㎞単位）

千島海溝沿い
千島海溝南西端から北東へ10㎞，20㎞，
30km，40km，50km移動

項目 変動範囲

傾斜角 基準，基準±5°

すべり角 基準，基準±10°

【詳細パラメータスタディ】

（参考）断層パラメータ

走向

北

すべり角

傾斜角

断層
上縁深さ

• 土木学会（2016）を参考として波源位置及び走向を変動させた概略パラメータスタディを実施し，敷地前面における水位上昇量及び補器冷却海水系
取水口前面における水位下降量が最大となるケースを対象に，傾斜角及びすべり角を変動させた詳細パラメータスタディを実施した。

• 走向，傾斜角，すべり角の変動範囲については，土木学会（2002，2016）を参考に設定※１した。

※１：土木学会（2002）では，走向について，日本海溝の形状を考慮して変動範囲を設定。傾斜角，すべり角については，プレート間逆断層地震のハーバードCMTによる発震機構解

（1976.1～2000.1に発生したMw6.0以上，深さ60km以下の地震）及び既往津波の断層モデルのばらつきから変動範囲を設定。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．５ 波源特性の不確かさの考慮

■波源特性の不確かさの考慮方法

検討対象領域

（地震調査研究推進本部（2017a，2019）に一部加筆）

※２：海溝軸を跨がない範囲で変動範囲を設定
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．５ 波源特性の不確かさの考慮

■概略パラメータスタディ結果：水位上昇側

最
大
水
位
上
昇
量

(m)

位置：北東へ120㎞移動
走向：基準+10°
最大水位上昇量：9.62（m）

波源位置

• 敷地前面における最大水位上昇量を以下に示す※。

※：計算結果の詳細は，補足説明資料「Ⅲ．「津波地震」に起因する津波の評価 ２．概
略パラメータスタディ結果」に記載。

：走向基準-5°

：走向基準

：走向基準+5°

：走向基準+10°
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㎞

移
動

北
東

へ
2
6
0
㎞

移
動

千
島

海
溝

南
西

端

北
東

へ
1
0
㎞

移
動

北
東

へ
2
0
㎞

移
動

北
東

へ
3
0
㎞

移
動

北
東

へ
4
0
㎞

移
動

北
東

へ
5
0
㎞

移
動

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．５ 波源特性の不確かさの考慮

■概略パラメータスタディ結果：水位下降側

最
大
水
位
下
降
量
(m)

位置：北東へ30㎞移動
走向：基準+10°
最大水位下降量：-4.25（m）

• 補機冷却海水系取水口前面における最大水位下降量を以下に示す※。

※：計算結果の詳細は，補足説明資料「 Ⅲ．「津波地震」に起因する津波の評価 ２．概
略パラメータスタディ結果」に記載。

波源位置

：走向基準-5°

：走向基準

：走向基準+5°

：走向基準+10°

第1027回審査会合（R4.1.28）
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305Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．５ 波源特性の不確かさの考慮

■概略パラメータスタディ結果：まとめ

• 概略パラメータスタディ及び港湾部の防波堤の有無に関する影響検討結果（詳細は次頁以降に示す）を踏まえ，以下のケースを対象に詳細パラ
メータスタディを実施する。

位置 走向
最大水位下降量（m）

補機冷却海水系取水口前面

日本海溝北端から北東へ
30km移動

基準＋10° -4.25

位置 走向

最大水位上昇量（m）

敷地前面 取水口前面
補機冷却海水
系取水口前面

放水路護岸
前面

日本海溝北端から北東へ
120km移動

基準＋10° 9.62 8.62 8.76 8.35

【水位上昇側】

【水位下降側】

断層位置（水位上昇側）

東通原子力

発電所

断層位置（水位下降側）

東通原子力

発電所

第1027回審査会合（R4.1.28）
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．５ 波源特性の不確かさの考慮

■防波堤の影響検討：検討方針

• 概略パラメータスタディで抽出した波源位置が，防波堤が無い場合でも選定位置として妥当であるかを確認するため，水位上昇側・下降側決定
ケースの波源位置の前後10kmの範囲を対象に防波堤無し地形を用いてパラメータスタディを実施した。

• 解析に用いた地形を以下に示す。

【解析地形】

防波堤有り 防波堤無し

第1027回審査会合（R4.1.28）
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7

8

9

10

11

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．５ 波源特性の不確かさの考慮

■防波堤の影響検討：水位上昇側

敷地前面 取水口前面
補機冷却海水系

取水口前面
放水路護岸前面

有り 無し 有り 無し 有り 無し 有り 無し

日本海溝北端から北東へ
110㎞移動

基準-5° 6.57 6.89 5.73 5.36 5.60 5.32 5.63 5.67 

基準 7.13 7.73 6.62 6.35 6.75 6.42 6.35 6.19 

基準+5° 8.14 9.10 7.63 7.39 7.58 7.22 7.32 7.61 

基準+10° 9.52 9.96 8.57 8.22 8.72 8.22 8.26 8.52 

日本海溝北端から北東へ
120㎞移動

（水位上昇側決定位置）

基準-5° 6.63 6.92 5.82 5.51 5.78 5.46 5.73 5.84 

基準 7.29 7.85 6.80 6.49 6.89 6.53 6.47 6.32 

基準+5° 8.33 9.22 7.74 7.50 7.74 7.35 7.41 7.73 

基準+10° 9.62 9.94 8.62 8.21 8.76 8.25 8.35 8.52 

日本海溝北端から北東へ
130㎞移動

基準-5° 6.71 7.11 5.98 5.74 6.04 5.80 5.85 6.02 

基準 7.44 8.00 6.99 6.71 7.02 6.68 6.64 6.52 

基準+5° 8.44 9.28 7.82 7.55 7.85 7.41 7.47 7.80 

基準+10° 9.57 9.91 8.55 8.10 8.68 8.13 8.28 8.39 

• 防波堤無しの地形を用いたパラメータスタディの結果，防波堤の有無が波源位置の選定に与える影響（傾向）に有意な差は認めれないことを確認した。

110㎞移動

敷地前面位置の比較※

120㎞移動 130㎞移動

最
大

水
位

上
昇

量
(m

)

：防波堤有

：防波堤無

※：走向不確かさケースの最大値をプロット

下線：最大ケース

波源位置

第1027回審査会合（R4.1.28）
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-7

-6

-5

-4

-3

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．５ 波源特性の不確かさの考慮

■防波堤の影響検討：水位下降側

補機冷却海水系取水口前面

有り 無し

日本海溝北端から北東へ
20㎞移動

基準-5° -4.11 -5.50 

基準 -4.15 -5.59 

基準+5° -4.19 -5.59 

基準+10° -4.24 -5.59 

日本海溝北端から北東へ
30㎞移動

（水位下降側決定位置）

基準-5° -4.18 -5.52 

基準 -4.18 -5.61 

基準+5° -4.18 -5.60 

基準+10° -4.25 -5.60 

日本海溝北端から北東へ
40㎞移動

基準-5° -4.17 -5.54 

基準 -4.18 -5.61 

基準+5° -4.19 -5.64 

基準+10° -4.24 -5.61 

• 防波堤無しの地形を用いたパラメータスタディの結果，防波堤の有無が波源位置の選定に与える影響（傾向）に有意な差は認めれないことを確認した。

下線：最大ケース

20㎞移動 30㎞移動 40㎞移動

最
大

水
位

下
降

量
(m

)

：防波堤有

：防波堤無

※：走向不確かさケースの最大値をプロット

補機冷却系取水口前面位置の比較※

波源位置

第1027回審査会合（R4.1.28）

資料1-1 p289 再掲



309

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．５ 波源特性の不確かさの考慮

■詳細パラメータスタディ結果：水位上昇側

• 敷地前面における最大水位上昇量を以下に示す。

パラメータの変動範囲 最大水位上昇量（m）

波源位置 走向 傾斜角 すべり角 敷地前面

日本海溝北端から
北東へ120km移動

基準＋10°

基準-5°

基準-10° 8.58 

基準 8.52 

基準+10° 8.16 

基準

基準-10° 9.69 

基準 9.62 

基準+10° 9.13 

基準+5°

基準-10° 10.34 

基準 10.29 

基準+10° 10.15 

第1027回審査会合（R4.1.28）
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．５ 波源特性の不確かさの考慮

■詳細パラメータスタディ結果：水位下降側

• 補機冷却海水系取水口前面における最大水位下降量を以下に示す。

パラメータの変動範囲 最大水位下降量（m）

波源位置 走向 傾斜角 すべり角 補機冷却海水系取水口前面

日本海溝北端から
北東へ30km移動

基準＋10°

基準-5°

基準-10° -4.17 

基準 -4.18 

基準+10° -4.16 

基準

基準-10° -4.26 

基準 -4.25 

基準+10° -4.23 

基準+5°

基準-10° -4.26 

基準 -4.27 

基準+10° -4.26 

第1027回審査会合（R4.1.28）
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．６ 「津波地震」に起因する津波の評価

■津波水位

• 各評価位置における最大水位上昇量及び最大水位下降量を以下に示す。

• 水位上昇側については，申請時（Mw8.3）の計算結果もあわせて示す。

【水位上昇側】

波源モデル 位置 走向 傾斜角 すべり角

最大水位上昇量（m）

備考
敷地前面 取水口前面

補機冷却海
水系取水口

前面

放水路
護岸前面

津波地震

日本海溝
北端から
北東へ
120㎞移動

基準＋10° 基準＋5° 基準-10° 10.34 9.09 9.24 9.12

＜参考＞
申請時
（Mw8.3）

日本海溝
北端

基準＋10° 基準＋5° 基準＋10° 7.82 6.09 ― 5.96

補機冷却海水系取
水口を反映する前
の地形による計算
結果

【水位下降側】

波源モデル 位置 走向 傾斜角 すべり角

補機冷却海水系取水口前面

備考
最大水位下降量（m）

取水口敷高※を下回る
継続時間（分）

津波地震

日本海溝
北端から
北東へ
30km移動

基準＋10° 基準＋5° 基準 -4.27 1.3

※：補機冷却海水系取水設備の詳細は，補足説明資料「 Ⅶ．計算条件等 ４．津波水位の評価位置」に記載。

第1027回審査会合（R4.1.28）
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位置 走向 傾斜角 すべり角

最大水位上昇量（m）

敷地前面 取水口前面
補機冷却海水
系取水口前面

放水路護岸前面

日本海溝北端から北東へ
120km移動

基準＋10° 基準＋5° 基準-10° 10.34 9.09 9.24 9.12

■詳細パラメータスタディ結果：水位上昇側

取水口前面，補機冷却海水系取水口前面，放水路
護岸前面における水位時刻歴波形※

波源位置

東通原子力

発電所

※：水位時刻歴波形は，各取放水設備前面の中央位置に該当するメッシュで抽出（抽出位置は，補足説明資料「 Ⅶ．計算条件等 ４．津波水位の評価位置」に記載）

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．６ 「津波地震」に起因する津波の評価

最大水位上昇量分布

第1027回審査会合（R4.1.28）
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位置 走向 傾斜角 すべり角
補機冷却海水系取水口前面

最大水位下降量（m） 取水口敷高を下回る継続時間（分）

日本海溝北端から北東へ
30km移動

基準＋10° 基準＋5° 基準 -4.27 1.3

■詳細パラメータスタディ結果：水位下降側

最大水位下降量分布断層位置

※１：水位時刻歴波形は，補機冷却海水系取水口前面の中央位置に該当するメッシュで抽出（抽出位置は，補足説明資料「 Ⅶ．計算条件等 ４．津波水位の評価位置」に記載）

※２：補機冷却海水系取水設備の詳細は，補足説明資料「 Ⅶ．計算条件等 ４．津波水位の評価位置」に記載。

東通原子力

発電所
補機冷却海水系取水口前面における

水位時刻歴波形※１，２

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ２．津波地震

２．６ 「津波地震」に起因する津波の評価

補機冷却海水系取水口敷高

（T.P.-4.0m）
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価

３．海洋プレート内地震

３．１ 評価フロー

３．２ 検討対象領域の設定

３．３ 地震規模の設定

３．４ 基準断層モデルの設定

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

３．６ 「海洋プレート内地震」に起因する津波の評価



315Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．１ 評価フロー

• 以下のフローに基づき評価を実施した。

１．検討対象領域の設定

④地震調査研究推進本部（2012，2017a，
2019）の評価

②海洋プレート内地震の発生メカニズム
に関する知見の整理

⑦地震規模の設定

⑧既往津波の再現解析

２．基準断層モデルの設定

⑨基準断層モデルの設定

３．波源特性の不確かさの考慮

⑩海溝軸方向の位置・走向の不確かさ考慮
土木学会（2002，2016）の設

定方法を整理し，既往津波の
再現モデルの設定値を反映

1933年昭和三陸地震津波の
再現解析

①地震調査研究推進本部（2017a，2019）
の評価

【評価フロー】

２．地震規模の設定

⑤国内外で発生した海洋プレート内地震
の地震規模の確認

⑥土木学会（2016）の評価

1933年昭和三陸地震津波再現モデル
（Mw8.35）を上回る地震規模（Mw8.6）を考慮

③海洋プレートの屈曲により形成される
正断層地形に関する知見の整理

【概略パラメータスタディ】

⑨傾斜角・断層上縁深さの不確かさ考慮

【地震規模】
ⅰ．海溝軸より東側：Mw8.6
 地震調査研究推進本部（2017a，2019），土木学会（2016）

の評価を考慮
ⅱ．海溝から西側：Mw8.6
 津波評価の観点から保守性を考慮するため，地震調査

研究推進本部（2014）の評価を上回る規模の地震を考慮
【傾斜角】
 日本海溝・千島海溝から西側については，太平洋プレー

ト上面の傾斜を考慮

【断層の傾斜】
 起震応力が共通で共役な断層となることを考慮して，西

傾斜，東傾斜を考慮

【詳細パラメータスタディ】

土木学会（2002，2016）を参考に不確かさを考慮

【位置の不確かさ】
地震調査研究推進本部（2014）よる断層面の設定方法

を参考に，海溝軸と平行に10km単位で移動
【走向の不確かさ】
海溝軸外側における正断層地形の走向に関する知見及

び土木学会（2016）の評価方法を参考に不確かさを考慮
【防波堤の影響検討】
防波堤の有無が波源位置の抽出に及ぼす影響を確認

⑪海溝軸直交方向の位置・走向・断層の傾斜の不確かさ考慮
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．２ 検討対象領域の設定

• 日本海溝軸外側における海洋プレート内地震の発生領域について，地震調査研究推進本部（2019）は，津波等により大きな被害をもたらした地震と
しては，三陸沖付近で1933年に発生した正断層型の地震（昭和三陸地震，M8.1）があり，同様の地震は海溝軸外側の領域内のどこでも発生する可
能性があると評価している。

• また，千島海溝沿いについて，地震調査研究推進本部（2017a）は，過去に十勝沖から択捉島沖において地震が発生した履歴は無いが，択捉島沖
の北東側では2007 年にM8.2（Mw8.1）が，隣接する日本海溝沿いの領域では1933 年にM8.1（Mw8.4）の地震（昭和三陸地震）が発生しているため，
同様の規模の地震は海溝軸外側のどこでも発生する可能性があると評価している。

地震調査研究推進本部（2017a）における

千島海溝沿いの評価対象領域

地震調査研究推進本部（2019）における

日本海溝沿いの評価対象領域

■地震調査研究推進本部の評価
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．２ 検討対象領域の設定

• 尾鼻・藤江（2017）は，海溝軸外側は，海洋プレートの沈み込みによる屈曲によりプレート浅部に伸張応力場が生じ，海洋性地殻を断ち切る正断層
によって形成された地塁・地溝構造（正断層）が発達しており，この構造を通じてプレート内に取り込まれた水が地震活動に影響を及ぼすとしている。

• また， Lay et al.（2011）は，プレート屈曲に伴う伸張応力によって生じる海洋プレート内地震（アウターライズ地震）について，1896年明治三陸地震と
1933年昭和三陸地震や2006年と2007年の千島列島沖地震のように，プレート間地震発生後（歪み解放後）に，連動して発生した事例があるとして
いる。

■海洋プレート内地震の発生メカニズムに関する知見

1933年昭和三陸地震津波

1896年明治三陸地震津波

2007年千島列島沖地震
海洋プレートによる水輸送と地震活動の模式図

（尾鼻・藤江（2017））

2006年千島列島沖地震

日本海溝沿い・千島海溝沿いで発生したアウターライズ地震

（Lay et al.(2011)）

第1027回審査会合（R4.1.28）
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．２ 検討対象領域の設定

• 中西（2017）は，マルチビーム音響測深機により取得された海底地形データから作成された海底地形図から，日本海溝・千島海溝の海溝軸外側に
正断層地形が多く分布し，その範囲は海溝軸から80㎞程度に見られるとしている。

■海洋プレートの屈曲により形成される正断層地形に関する知見

（左）日本海溝～千島海溝南西部の海底地形図
（右）正断層地形

（中西（2017）に一部加筆）

：陸側傾斜の正断層地形

：海側傾斜の正断層地形

：海山などの高まり

：水深5600mより浅い範囲

第1027回審査会合（R4.1.28）
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．２ 検討対象領域の設定

• 地震調査研究推進本部（2017a，2019）の評価，海洋プレート内地震の発生メカニズム及び海洋プレートの屈曲により形成される正断層地形に
関する知見を踏まえ，検討対象領域は日本海溝から千島海溝沿いを対象とする。

■まとめ

検討対象領域

（地震調査研究推進本部（2017a，2019）に一部加筆）

第1027回審査会合（R4.1.28）
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注２ 評価時点がどの時点でもポアソン過程を用いているため確率は変化しない。

注３ Mの推定値のばらつきについて，「程度」及び「前後」を使用。「程度」は「前後」よりばらつきが大きい場合に使用した。

注４ 評価の信頼度

■規模の評価の信頼度：B

想定地震と同様な過去の地震の規模から想定規模を推定した。過去の地震データが多くはなく，規模の信頼性は中程度である。

■発生確率の評価の信頼度：Ｃ

想定地震と同様な過去の地震データが少なく，必要に応じ地震学的知見を用いて発生確率を求めたため，発生確率の値の信頼性はやや低い。

今後の新しい知見により値が大きく変わり得る。

項目
将来の地震
発生確率等注2 備考

評価の
信頼度注４

今後10年以内の発生確率
＃
今後20年以内の発生確率
＃
今後30年以内の発生確率
＃
今後40年以内の発生確率
＃
今後50年以内の発生確率
＃
今後100年以内の発生確率
＃
今後300年以内の発生確率
＃

1％～2％
（0.3％～0.6％）
3％～5％
（0.7％～1％）
4％～7％
（1％～2％）
5％～10％
（1％～2％）
6％～10％
（2％～3％）
10％～20％
（3％～6％）
30％～50％
（10％～20％）

M8程度のプレート内正断層型地震については，三
陸沖北部～房総沖の海溝寄り全体では過去400年間
に1933年の三陸地震の1例しかないことと，三陸沖
海溝外縁の断層地形及び正断層地震の総モーメン
トの推定から，同様の地震が400～750年に1回発生
するものとして，ポアソン過程により三陸沖北部
から房総沖の海溝寄りのどこかで発生する確率を
算出した。また，1933年の地震の断層長が三陸沖
北部から房総沖の海溝寄り全体の0.25倍程度を占
めることから，特定の海域では同様の地震が1600
～3000年に1回発生するものとして，ポアソン過程
から発生確率を算出した。

＃三陸沖北部から房総沖の海溝寄り全体での発生
確率を示す。（）は特定の海域の値。

C

次の地震の規模
M8.2前後注3

Mt8.3前後
過去に発生した地震のM及びMtを参考にして判断し
た。 B

次の三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート内地震（正断層型）の発生確率等

（地震調査研究推進本部（2012））

※：地震調査研究推進本部（2012）では，1933年昭和三陸地震津波の地震規模について以下のとおり評価している。

→プレート内の正断層型の地震については、過去400年間に1933年の昭和三陸地震の１例しかないことを踏まえ，次の地震の規模は､過去に発生した地震
を参考にして､M8.2前後、Mt8.3前後と推定した。

• 地震調査研究推進本部（2012，2019）では，次の地震の規模を1933年昭和三陸地震津波のMから「M8.2前後」と評価している※。

• 地震調査研究推進本部（2012）では，上記評価の信頼度を「Ｂ」と評価している。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．３ 地震規模の設定

■地震調査研究推進本部の評価：日本海溝沿い

第1027回審査会合（R4.1.28）
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．３ 地震規模の設定

• 地震調査研究推進本部（2017a）は，十勝沖から択捉島沖では過去に海溝軸外側の領域で地震が発生した履歴はないものの，択捉島の北東
側で2007年にM8.2，隣接する日本海溝沿いの領域では1933年にＭ8.1（昭和三陸地震）の正断層型の地震が発生していることから，1933年昭
和三陸地震と同様の規模の地震が千島海溝でも発生する可能性があるとし，次の地震の規模を「M8.2前後」と評価している。

■地震調査研究推進本部の評価：千島海溝沿い

千島海溝沿いにおける次の海溝軸外側で発生する地震の発生確率等

（地震調査研究推進本部（2017a））

第1027回審査会合（R4.1.28）
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．３ 地震規模の設定

• 1933年昭和三陸地震津波は，国内外における海溝外縁隆起帯で発生した最大規模の海洋プレート内地震である。

■国内外で発生した海洋プレート内地震の地震規模に関する知見

海溝軸外側（海溝外縁隆起帯）で発生した主な海洋プレート内地震の断層パラメータ

（Alvarez-Gomez et al.(2012)に一部加筆）

第1027回審査会合（R4.1.28）
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．３ 地震規模の設定

• 1611年の津波について，地震調査研究推進本部（2012，2019）は津波地震と評価しているが，土木学会（2016）では海洋プレート内地震であっ
た場合，その地震規模をMw8.6と評価している。

■土木学会（2016）の評価

断層パラメータ

【既往津波の痕跡高を説明できる断層モデル（土木学会（2016）】

断層モデルの位置

【海域の領域区分と既往最大Mw（土木学会（2016）】

第1027回審査会合（R4.1.28）
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．３ 地震規模の設定

• 地震調査研究推進本部（2012，2019）では，次の地震の規模を1933年昭和三陸地震津波と評価し，また，同地震は国内外における海溝外縁
隆起帯で発生した最大規模の海洋プレート内地震である。

• ただし，地震調査研究推進本部（2012）では次の地震の規模の信頼度を「Ｂ」と評価しているとともに，1611年の津波について，地震調査研究
推進本部（2012，2019）では津波地震と評価しているものの，土木学会（2002）では海洋プレート内地震であった場合，その地震規模をMw8.6と
評価している。

• 以上から，基準断層モデルの地震規模は，1933年昭和三陸地震津波の痕跡高を再現するモデル（Mw8.35）を上回るMw8.6を考慮する。

■まとめ

第1027回審査会合（R4.1.28）
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• 土木学会（2016）を参考として，1933年昭和三陸地震津波の再現モデルを設定した。

【再現モデルの設定】

• 土木学会（2016）の目安（0.95＜Ｋ＜1.05，κ＜1.45）を満足しており，各断層パラメータの設定値が妥当であることを確認した。

【再現性の確認結果※２】

■既往津波の再現解析

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．４ 基準断層モデルの設定

断層パラメータ 設定方法 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw (logM0-9.1)/1.5 8.35

長さ L（km） 土木学会（2016） 185

幅 W（km） 土木学会（2016） 50

剛性率 μ（N/m2） 土木学会（2016） 7.0×1010

すべり量 Dmax(m) 土木学会（2016） 6.6

地震ﾓｰﾒﾝﾄ Mo（N・m） μLWD 4.27×1021

走向 θ（°） 土木学会（2002） 180

断層上縁深さ d（km） 土木学会（2002）※１ 1

傾斜角 δ（°） 土木学会（2016） 45

すべり角 λ（°） 土木学会（2016） 270

ライズタイム τ（s） 相田（1986） 60

再現モデルの波源位置 地殻変動量分布

既往津波 K κ n 既往津波高

1933年昭和三陸地震津波 1.00 1.43 553
松尾（1933），
地震研究所（1934）
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※１：土木学会（2002）による設定根拠の詳細は，補足説明資料「Ⅳ．「海洋プレート内地震」に起因する
津波の評価 １．断層上縁深さの設定及び不確かさの考慮方法」に記載。

※２：再現性の確認に用いた計算条件等の詳細は，補足説明資料「Ⅶ．計算条件等
３．既往津波の再現解析」に記載。

東通原子力

発電所

東通原子力

発電所
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• 土木学会（2016）等を参考として，7.0×1010（N/㎡）とした。

■既往津波の再現解析：剛性率の設定

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．４ 基準断層モデルの設定

Vp/Vs比に関する既往研究例（伊藤・大東（1996））

震源付近の媒質の剛性率（土木学会（2016））

P波速度構造に関する既往研究例（土木学会（2016））

第1027回審査会合（R4.1.28）
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• 実際の地震の震源過程（＝初期破壊から震源域全体に破壊が及ぶ過程）が終了するのに要する時間が数秒から１分程度であることに対して，
相田（1986）は津波解析上の変動時間（以下，「津波初期変位分布のライズタイム」という。）の設定方法を以下のとおり示している。

• 日本海溝沿いで発生しているM８クラスの地震の断層長さL：150（km）～200（km）程度（土木学会（2002）），破壊伝播速度Vr：2.4（km/s）～3.0
（km/s）（地震調査研究推進本部（2009）），ある１点で断層ずれを形成する時間（＝立上り時間）τ：5（s）程度（相田（1986））とすると，津波初期
変位分布のライズタイムは，55（s）～88（s）程度となる。

津波初期変位分布のライズタイム（s）＝（ L（km）/ Vr（km/s ） ）＋τ（s）

ここで，

L ：断層長さ（km）

Vr ：破壊伝播速度（km/s）

τ ：ある１点で断層ずれを形成する時間（＝立上り時間）（s）

以上を踏まえ，津波初期変位分布のライズタイムを60（s）に設定した※。

※：津波初期変位分布の解析上の考慮方法

→ Mansinha and Smylie(1971)の方法により計算される津波初期変位分布（＝断層面全体の鉛直

変位分布）を破壊終了時変位，その変動終了時間：60（s）（＝ライズタイム）として，津波解析と

同様の時間格子間隔Δｔ：0.1（ｓ）を用いて一様に変位を与える。

変動完了
変
位

（m）

時間（s）60(s)
Δt=0.1(s)

■ライズタイムの設定

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．４ 基準断層モデルの設定

第1027回審査会合（R4.1.28）
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．４ 基準断層モデルの設定

■基準断層モデルの設定

断層パラメータ 設定方法 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw 土木学会（2016） 8.6

長さ L（km） 既往津波再現モデルに，
Mwに関連する断層パラ
メータのスケーリング則
（幅に限界あり）を適用し
て設定。

283

幅 W（km） 50

すべり量 D(m) 10.1

剛性率 μ（N/m2）
既往津波再現モデルに
基づき設定。

7.0×1010

地震ﾓｰﾒﾝﾄ Mo（Nm） μLWD 1.00×1022 

走向 θ（°）
日本海溝の形状に合わ
せて設定。

190

断層上縁深さ d（km） 既往津波再現モデルに
基づき設定。

1

傾斜角 δ（°） 45

すべり角 λ（°）
走向とすべり方向に基
づき設定。

270

ライズタイム τ（s）
既往津波再現モデルに
基づき設定。

60

諸元

基準断層モデル

（波源位置：基準）

東通原子力
発電所

海溝軸外側の海洋プレート内地震の断層面
（地震調査研究推進本部（2014）に一部加筆）

• 基準断層モデルの地震規模（Mw）は，地震調査研究推進本部（2012，2019）及び土木学会（2016）の評価を考慮して，国内外における海溝軸外
側で発生した地震のうち最大規模の1933年昭和三陸地震津波を再現するモデル（Mw8.35）を基本として，これを上回るよう土木学会（2016）を
参考にMw8.6にスケーリングして設定した。

• 波源位置（基準位置）は，地震調査研究推進本部（2014）による海洋プレート内地震の断層面の設定方法を参考として，発電所に影響が大きい
位置（日本海溝北端）を基準位置とした。

• 上記波源位置における走向，すべり角を含めた諸元を以下に示す。

第1027回審査会合（R4.1.28）
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■基準断層モデルによる計算結果

• 基準断層モデルによる計算結果を示す。

最大水位上昇量（m）

敷地前面 取水口前面
補機冷却海水系

取水口前面
放水路護岸

前面

基準断層モデル 5.12 4.05 4.00 3.17

【水位上昇側】

最大水位下降量（m）

補機冷却海水系取水口前面

基準断層モデル -3.67

【水位下降側】

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．４ 基準断層モデルの設定

第1027回審査会合（R4.1.28）
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■検討方針

• 波源特性の不確かさの考慮方法を以下に示す。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

①海溝軸方向の位置及び走向の不確かさ考慮

②-1海溝軸直交方向の位置・走向の不確かさ考慮

【詳細パラメータスタディ】

【地震規模】
• 海溝軸より東側：Mw8.6

地震調査研究推進本部（2017a，2019），土木学会（2016）の評価を考慮
• 海溝軸より西側：Mw8.6

津波評価の観点から保守性を確保するため，地震調査研究推進本部
（2014）の評価を上回る規模の地震を考慮

【位置の不確かさ】
• 地震調査研究推進本部（2014）の断層面の設定方法を参考に，基準位置から

東西100㎞の範囲を10㎞単位で，海溝軸に平行に移動
【走向の不確かさ】

• 海洋プレート内地震は，海溝軸外側で形成された正断層地形を通じて取り
込まれた水の影響を受けると考えられることを踏まえ，海溝軸方向を基準に
±10°の不確かさを考慮

【断層の傾斜】
• 起震応力が共通で共役な断層となることを考慮して西傾斜，東傾斜を考慮

【位置の不確かさ】
• 地震調査研究推進本部（2014）による断層面の設定方法を参考に，日本海溝・

千島海溝の海溝軸と平行に10km単位で移動
【走向の不確かさ】

• 海溝軸外側における正断層地形の走向に関する知見及び土木学会（2016）
による不確かさの考慮方法等に関する知見を踏まえ，海溝軸方向を基準に
±10°の不確かさを考慮を考慮

【防波堤の影響検討】
• 防波堤の有無が波源位置の抽出に及ぼす影響を確認

【概略パラメータスタディ】

土木学会（2002，2016）の評価方法を参考に，傾斜角（基準，基準±５°），
断層上縁深さ（海底もしくはプレート境界面からの深さ０km，１km，２km）を考慮。

水位上昇側・
下降側最大ケース

水位上昇側・
下降側最大ケース

②-2断層の傾斜に関する不確かさ考慮

③傾斜角・断層上縁深さの不確かさ考慮

第1027回審査会合（R4.1.28）
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■概略パラメータスタディ：海溝軸方向における位置の変動範囲の設定

• 地震調査研究推進本部（2014）による海洋プレート内地震の断層面の設定方法を参考に，日本海溝・千島海溝の海溝軸と平行に10km単位で移動
させる。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

M≧8.1のプレート内地震断層面の設定方法
（地震調査研究推進本部（2014）に一部加筆）

日本海溝より沖合で発生する地震
の断層面（M8.1～8.2）

千島海溝より沖合で発生する地震
の断層面（M8.1～8.2）

▲：断層中心

【地震調査研究推進本部（2014）におけるプレート内地震断層面の設定方法】 【位置の変動範囲】

▲：断層中心
赤実線：基準位置
青実線：千島海溝南西端

基準位置から北東へ移動の断層配置図

検討対象領域 変動範囲

日本海溝沿い
基準（日本海溝北端）
南へ10km，20km，30km移動

日本海溝～
千島海溝沿い

基準（日本海溝北端）から
北東へ10km～280㎞移動（10㎞単位）

千島海溝沿い
千島海溝南西端から北東へ10㎞，
20㎞，30km，40km，50km移動

第1027回審査会合（R4.1.28）
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■海溝軸方向における走向の変動範囲の設定（１／２）：海溝軸外側における正断層地形の走向に関する知見（中西（2017））

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

• 中西（2017）は，マルチビーム音響測深機により取得された海底地形データから作成された海底地形図から日本海溝・千島海溝軸外側の正断層
地形を判読し，走向は海溝軸から±10°の範囲にあるとしている。

：陸側傾斜の
正断層地形

：海側傾斜の
正断層地形

：海山などの高まり

：水深5600mより
浅い範囲

T：千島海溝軸の走向（N65°E）
M1：中生代磁気異常の走向（N70°E）

Tn：38°Nより北側の日本海溝の走向
Ts：38°Nより南側の日本海溝の走向
F：断裂帯の走向
M1：中生代磁気異常の走向（N70°E）
M2：38°N付近の中生代磁気異常の走向

（N45°EからN65°E）

日本海溝北部
N38°～41°

千島海溝西部
N41°～42°20’

正断層地形の走向に関するローズダイアグラム※

（中西（2017）に赤字・赤線で加筆）

※：ダイアグラムは最頻値が１になるように正規化

千島海溝西部（N41°～42°20’）

日本海溝北部（N38°～41°）

日本海溝・千島海溝軸外側の正断層地形の分布
（中西（2017））

• 海溝軸の走向：N８°Ｅ

• 正断層地形：
NS（N0°）からN20°Eに多く
存在

• 海溝軸の走向：N65°E

• 正断層地形：N70°Eに多く
存在

海溝軸から
±10°の範囲

海溝軸から
±10°の範囲

第1027回審査会合（R4.1.28）
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■海溝軸方向における走向の変動範囲の設定（２／２）：土木学会（2016）による不確かさの考慮方法及び検討事例

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

• 土木学会（2016）は，不確かさの考慮範囲について，不確定性の程度を考慮して合理的と考えられるパラメータの変動範囲を適切に設定するとして
いる。

• また，日本海溝沿いにおける海洋プレート内地震の検討事例を示しており，走向の不確かさについては基準±10°の範囲で考慮している。

【土木学会（2016）による海洋プレート内地震の検討事例】

海溝軸外側における正断層地形の走向に関する知見（中西（2017））及び土木学会（2016）による不確かさの考慮方法等に関する知見を踏まえ，
走向の不確かさの考慮範囲は，海溝軸方向を基準に±10°とする。
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■海溝軸方向の概略パラメータスタディ結果：水位上昇側
：走向基準-10°

：走向基準

：走向基準+10°

最
大
水
位
上
昇
量

(m)

位置：日本海溝北端から北東へ180㎞移動
走向：基準+10°
最大水位上昇量：7.01（m）

波源位置

• 敷地前面における最大水位上昇量を以下に示す※。

※：計算結果の詳細は，補足説明資料「Ⅳ．「海洋プレート内地震」に起因する津波の評価 ２．概略パラメータ
スタディ結果」に記載。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮
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■海溝軸方向の概略パラメータスタディ結果：水位下降側
：走向基準-10°

：走向基準

：走向基準+10°

最
大
水
位
下
降
量
(m)

位置：日本海溝北端から北東へ90㎞移動
走向：基準
最大水位下降量：-3.76（m）

• 補機冷却海水系取水口前面における最大水位下降量を以下に示す※。

波源位置

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

※：計算結果の詳細は，補足説明資料「Ⅳ．「海洋プレート内地震」に起因する津波の評価 ２．概略パラメータ
スタディ結果」に記載。
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336Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

位置 走向
最大水位下降量（m）

補機冷却海水系取水口前面

日本海溝北端から北東へ
90km移動

基準 -3.76

位置 走向

最大水位上昇量（m）

敷地前面 取水口前面
補機冷却海水
系取水口前面

放水路護岸
前面

日本海溝北端から北東へ
180km移動

基準＋10° 7.01 3.13 3.16 1.42

【水位上昇側】

【水位下降側】

断層位置（水位上昇側）

東通原子力

発電所

断層位置（水位下降側）

東通原子力

発電所

■海溝軸方向の概略パラメータスタディ結果：まとめ

• 海溝軸方向の概略パラメータスタディ及び港湾部の防波堤の有無に関する影響検討結果（詳細は次頁以降に示す）を踏まえ，以下のケースを
対象に海溝軸直交方向の概略パラメータスタディを実施する。
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■防波堤の影響検討：検討方針

• 海溝軸方向の概略パラメータスタディで抽出した波源位置が，防波堤が無い場合でも選定位置として妥当であるかを確認するため，水位上昇側・
下降側決定ケースの波源位置の前後10kmの範囲を対象に防波堤無し地形を用いてパラメータスタディを実施した。

• 解析に用いた地形を以下に示す。

【解析地形】

防波堤有り 防波堤無し

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮
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■防波堤の影響検討：水位上昇側

敷地前面 取水口前面
補機冷却海水系

取水口前面
放水路護岸前面

有り 無し 有り 無し 有り 無し 有り 無し

日本海溝北端から北東へ
170㎞移動

基準-10° 5.67 4.86 3.09 4.50 3.05 5.11 1.45 5.66 

基準 6.46 4.70 3.09 4.88 3.44 4.97 1.52 5.09 

基準+10° 6.91 6.71 3.10 6.63 3.18 6.63 1.46 6.06 

日本海溝北端から北東へ
180㎞移動

（水位上昇側決定位置）

基準-10° 5.78 5.24 3.23 4.54 2.89 4.97 1.45 5.68 

基準 5.71 5.38 3.08 4.68 3.29 4.63 0.83 4.59 

基準+10° 7.01 6.72 3.13 6.76 3.16 6.83 1.42 6.07 

日本海溝北端から北東へ
190㎞移動

基準-10° 5.38 5.82 3.10 4.01 2.89 4.56 0.84 4.93 

基準 5.24 5.57 2.99 4.37 2.96 4.24 ―※ 3.76 

基準+10° 6.91 6.47 3.19 6.70 3.23 6.83 1.36 6.28 

• 防波堤無しの地形を用いたパラメータスタディの結果，防波堤の有無が波源位置の選定に与える影響（傾向）に有意な差は認めれないことを
確認した。

170㎞移動

敷地前面位置の比較※

180㎞移動 190㎞移動

最
大

水
位

上
昇

量
(m

)

：防波堤有

：防波堤無

※：走向不確かさケースの最大値をプロット

下線：最大ケース

波源位置

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮
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■防波堤の影響検討：水位下降側

補機冷却海水系取水口前面

有り 無し

日本海溝北端から北東へ
80㎞移動

基準-10° -3.63 -4.99 

基準 -3.75 -5.32 

基準+10° -3.68 -5.34 （-5.342）

日本海溝北端から北東へ
90㎞移動

（水位下降側決定位置）

基準-10° -3.63 -4.99 

基準 -3.76 -5.32 

基準+10° -3.67 -5.34 （-5.340）

日本海溝北端から北東へ
100㎞移動

基準-10° -3.64 -4.99 

基準 -3.75 -5.32 

基準+10° -3.67 -5.34 （-5.338）

• 防波堤無しの地形を用いたパラメータスタディの結果，防波堤の有無が波源位置の選定に与える影響（傾向）に有意な差は認めれないことを
確認した。

下線：最大ケース

80㎞移動 90㎞移動 100㎞移動

最
大

水
位

下
降

量
(m

)

：防波堤有

：防波堤無

※：走向不確かさケースの最大値をプロット

補機冷却系取水口前面位置の比較※

波源位置

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮
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■概略パラメータスタディ：海溝軸直交方向における地震規模及び位置の変動範囲の設定（１／２）

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

• 地震調査研究推進本部（2014）の確率論的評価では，地震調査研究推進本部（2012）の長期評価に基づき，1933年昭和三陸地震と同規模の地震
（M8.2，断層幅100km）を海溝の東側と西側に想定している。

【地震調査研究推進本部（2014）の確率論的評価の概要】（地震調査研究推進本部（2014）に一部加筆）
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■概略パラメータスタディ：海溝軸直交方向における地震規模及び位置の変動範囲の設定（２／２）

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

• 地震調査研究推進本部（2014）の評価から，西方向の位置の不確かさを考慮する際の地震規模は，基準断層モデルの地震規模（Mw8.6）よりも
小さいと考えられる。

• ただし，海溝付近で発生する地震に伴う津波は発電所の津波高さに与える影響が大きいことを踏まえ，保守性を確保する観点から，基準断層
モデルの地震規模（Mw8.6）を考慮する。

【地震規模の設定】

• 地震調査研究推進本部（2014）の評価を踏まえ，基準位置から東西100km範囲を10㎞単位で移動させる。

【位置の変動範囲の設定】

項目 変動範囲

位置
・基準位置
・西北西へ100kmまで10km単位で移動
・東南東へ100kmまで10km単位で移動

上昇側決定ケース
（北東へ180㎞移動，走向：基準）

下降側決定ケース
（北東へ90㎞移動，走向：基準）

赤破線：基準位置（中央），50㎞単位移動 赤破線：基準位置（中央），50㎞単位移動

東通原子力
発電所

東通原子力
発電所

位置の変動範囲
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■概略パラメータスタディ：海溝軸直交方向における走向の変動範囲の設定及び断層の傾斜の不確かさの考慮方法

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

【走向の変動範囲の設定】

• 海洋プレート内地震は，海溝軸外側で形成された正断層地形を通じて取り込まれた水の影響を受けると考えられることから（尾鼻・藤江（2017）），
海溝軸方向と同様に，海溝軸方向を基準に±10°とする。

【断層の傾斜の不確かさの考慮】

• 起震応力が共通で共役な断層となることを考慮して，西傾斜及び東傾斜を考慮する。

• 沈み込んだ海洋プレート内地震の傾斜角は，プレート境界面の傾斜を考慮して設定する。なお，日本海溝と千島海溝のプレート境界面の傾斜に
有意な差はないことから，日本海溝のプレート境界面の傾斜を基本に設定する。

西側

項目 変動範囲

走向 基準，基準±10°

断層の傾斜 西傾斜（基準），東傾斜

海溝軸

東側

東西方向の位置，断層の傾斜に関する
不確かさの考慮方法（概念）

プレート境界面
の傾斜

：西傾斜の基準位置

：東傾斜の基準位置

：位置のパラメータスタディ

千島海溝西部から日本海溝における
プレート境界と推定等深線図

（地震調査研究推進本部（2019））

走向と断層の傾斜の変動範囲
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3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

10.00

位置：西北西へ80㎞移動
走向：基準+10°
断層の傾斜：西傾斜
最大水位上昇量：8.22（m）

：走向基準-10°

：走向基準

：走向基準+10°

：走向基準-10°

：走向基準

：走向基準+10°

西傾斜

東傾斜

■海溝軸直交方向の概略パラメータスタディ結果：水位上昇側

最
大
水
位
上
昇
量

(m)

波源位置

• 敷地前面における最大水位上昇量を以下に示す※。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

※：計算結果の詳細は，補足説明資料「Ⅳ．「海洋プレート内地震」に起因する津波の評価 ２．概略パラメータ
スタディ結果」に記載。
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-5.0

-4.0

-3.0

：走向基準-10°

：走向基準

：走向基準+10°

位置：西北西へ100㎞移動
走向：基準+10°
断層の傾斜：西傾斜
最大水位下降量：-4.57（m）

：走向基準-10°

：走向基準

：走向基準+10°

西傾斜

東傾斜

■海溝軸直交方向の概略パラメータスタディ結果：水位下降側

最
大
水
位
下
降
量
(m)

• 補機冷却海水系取水口前面における最大水位下降量を以下に示す※。

波源位置

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

※：計算結果の詳細は，補足説明資料「Ⅳ．「海洋プレート内地震」に起因する津波の評価 ２．概略パラメータ
スタディ結果」に記載。

第1027回審査会合（R4.1.28）

資料1-1 p327 再掲



345

■海溝軸直交方向の概略パラメータスタディ結果：まとめ

• 海溝軸直交方向の概略パラメータスタディ結果を以下に示す。

位置

走向
断層の
傾斜

最大水位上昇量（m）

敷地前面 取水口前面
補機冷却海
水系取水口

前面

放水路護岸
前面海溝軸方向 海溝軸直交方向

日本海溝北端から
北東へ180km移動

西北西へ80㎞移動 基準＋10° 西傾斜 8.22 4.65 4.93 4.38

【水位上昇側】

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

位置
走向

断層の
傾斜

最大水位下降量（m）

補機冷却海水系取水口前面
海溝軸方向 海溝軸直交方向

日本海溝北端から
北東へ90km移動

西北西へ100㎞移動 基準＋10° 西傾斜 -4.57

【水位下降側】
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■詳細パラメータスタディ：傾斜角及び断層上縁深さの変動範囲の設定

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

• 土木学会（2002，2016）を参考として，概略パラメータスタディの各評価位置における最大水位上昇ケース，最大水位下降ケースを対象に，傾斜角
及び断層上縁深さを変動させた詳細パラメータスタディを実施した。

• 各パラメータの変動範囲については，土木学会（2002，2016）等を参考に設定※１，２した。

項目 変動範囲

傾斜角 基準，基準±5°

断層上縁深さ

アウターライズ領域
（海溝から東側）

0km，1km（基準），2km

沈み込んだ領域
（海溝から西側）

各波源位置のプレート境界
面からの深さ：
0km，1km（基準），2km

【詳細パラメータスタディ】 （参考）断層パラメータ

走向

北

すべり角

傾斜角

断層
上縁深さ

※１：土木学会（2002）では，プレート間逆断層地震のハーバードCMTによる発震機構解（1976.1～2000.1に発生したMw6.0以上，深さ60km以下の地震）及び既往の断層モデル

のばらつきから変動範囲を設定。

※２：日本海溝沿いでは，2005年11月15日（Mw7.1），2011年3月11日（Mw7.7）に海洋プレート内地震が発生しており，傾斜角はそれぞれ約45°（岩淵（2013）），42°（Lay et al.(2011)）

である。
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■詳細パラメータスタディ結果：水位上昇側

• 敷地前面における最大水位上昇量を以下に示す。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

波源特性の不確かさ 最大水位上昇量（ｍ）

海溝軸方向 海溝軸直交方向 走向 断層の傾斜 傾斜角 断層上縁深さ※ 敷地前面

日本海溝北端から
北東へ180km移動

西北西へ80㎞移動 基準＋10° 西傾斜

基準-5°
（48°）

7㎞ 8.10 

8㎞（基準） 7.97 

9㎞ 7.83 

基準
（53°）

7㎞ 8.87 

8㎞（基準） 8.22 

9㎞ 8.09 

基準+5°
（58°）

7㎞ 9.77 

8㎞（基準） 9.50 

9㎞ 8.94 

※：陸のプレートを含む深さ（プレート境界面からの深さは0㎞，1㎞（基準），2㎞）。
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■詳細パラメータスタディ結果：水位下降側

• 補機冷却海水系取水口前面における最大水位下降量を以下に示す。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．５ 波源特性の不確かさの考慮

波源特性の不確かさ 最大水位下降量（m）

海溝軸方向 海溝軸直交方向 走向 断層の傾斜 傾斜角 断層上縁深さ※ 補機冷却海水系
取水口前面

日本海溝北端から
北東へ90km移動

西北西へ100㎞移動 基準＋10° 西傾斜

基準-5°
（49°）

11㎞ -4.54 

12㎞（基準） -4.56 

13㎞ -4.58 

基準
（54°）

11㎞ -4.56 

12㎞（基準） -4.57 

13㎞ -4.59 

基準+5°
（59°）

11㎞ -4.56 

12㎞（基準） -4.57 

13㎞ -4.58 

※：陸のプレートを含む深さ（プレート境界面からの深さは0㎞，1㎞（基準），2㎞）。
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波源特性の不確かさ 最大水位上昇量（m）

位置

走向
断層の
傾斜

傾斜角
断層上縁

深さ
敷地前面 取水口前面

補機冷却
海水系

取水口前面

放水路
護岸前面海溝軸方向

海溝軸
直交方向

日本海溝北端
から北東へ
180km移動

西北西へ80㎞
移動

基準+10° 西傾斜
基準+5°
（58°）

7㎞ 9.77 4.87 5.17 4.43

【水位上昇側】

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．６ 「海洋プレート内地震」に起因する津波の評価

■津波水位

• 各評価位置における最大水位上昇量及び最大水位下降量を以下に示す。

波源特性の不確かさ 補機冷却海水系取水口前面

位置

走向
断層の
傾斜

傾斜角
断層上縁

深さ
最大水位下降量（m）

取水口敷高※を
下回る継続時間（分）海溝軸方向

海溝軸
直交方向

日本海溝北端
から北東へ
90km移動

西北西へ100㎞
移動

基準+10° 西傾斜
基準+5°
（54°）

13㎞ -4.59 1.9

【水位下降側】

※：補機冷却海水系取水設備の詳細は，補足説明資料「 Ⅶ．計算条件等 ４．津波水位の評価位置」に記載。
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■詳細パラメータスタディ結果：水位上昇側

最大水位上昇量分布

取水口前面，補機冷却海水系取水口前面，放水路
護岸前面における水位時刻歴波形※

波源位置

補機冷却海水系取水口前面

取水口前面

東通原子力

発電所

※：水位時刻歴波形は，各取放水設備前面の中央位置に該当するメッシュで抽出（抽出位置は，補足説明資料「 Ⅶ．計算条件等 ４．津波水位の評価位置」記載）

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．６ 「海洋プレート内地震」に起因する津波の評価

位置

走向
断層の
傾斜

傾斜角
断層上縁

深さ

最大水位上昇量（m）

海溝軸方向
海溝軸

直交方向
敷地前面 取水口前面

補機冷却
海水系

取水口前面

放水路
護岸前面

日本海溝北端
から北東へ
180km移動

西北西へ80㎞
移動

基準+10° 西傾斜
基準+5°
（58°）

7㎞ 9.77 4.87 5.17 4.43
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■詳細パラメータスタディ結果：水位下降側

最大水位下降量分布

東通原子力

発電所

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ３．海洋プレート内地震

３．６ 「海洋プレート内地震」に起因する津波の評価

位置

走向
断層の
傾斜

傾斜角
断層上縁

深さ

補機冷却海水系取水口前面

海溝軸方向
海溝軸

直交方向
最大水位下降量（m）

取水口敷高を
下回る継続時間（分）

日本海溝北端
から北東へ
90km移動

西北西へ100㎞
移動

基準+10° 西傾斜
基準+5°
（54°）

13㎞ -4.59 1.9

※１：水位時刻歴波形は，補機冷却海水系取水口前面の中央位置に該当するメッシュで抽出（抽出位置は，補足説明資料「 Ⅶ．計算条件等 ４．津波水位の評価位置」に記載）

※２：補機冷却海水系取水設備の詳細は，補足説明資料「 Ⅶ．計算条件等 ４．津波水位の評価位置」に記載。

波源位置

補機冷却海水系取水口前面における

水位時刻歴波形※１，２

補機冷却海水系取水口敷高（T.P.-4.0m）

第1027回審査会合（R4.1.28）

資料1-1 p334 再掲



352

Ⅰ．地震に起因する津波の評価

４．海域の活断層による地殻内地震

４．１ 検討方針

４．２ 文献調査

４．３ 活動性の評価

４．４ 検討結果
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ４．海域の活断層による地殻内地震

４．１ 検討方針

• 検討フローを以下に示す。

①文献調査による活動性評価対象断層の抽出

（既往の海上音波探査等による調査も含む）

③活動性の評価

（文献の精査，地形調査，海上音波探査の解析等）

④検討対象断層の抽出

②海上音波探査記録による活動性評価対象断層の選定

敷地への影響を踏まえ， 30km範囲内のすべての文献活断層及び文献断層，
30km以遠については長さ20km以上の文献活断層を抽出する

断層が認められるもの（下位の地層から上位の地層に系統的に変位・変形が
認められるもの）を選定する

断層が認められないものは評価対象外とする

地形調査，海上音波探査の解析等によって， 断層による地層の変位・変形を
詳細に検討し，活動性の評価を実施する

⑤敷地に与える影響の検討 阿部（1989）の簡易予測式により推定津波高を検討する
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ４．海域の活断層による地殻内地震

４．２ 文献調査（敷地を中心とする半径30km範囲）

敷地東方沖断層

大陸棚外縁断層

敷地北東沖の３本の断層

敷地南東沖の小川原海底谷
に沿う断層群

津軽海峡沿岸部の推定断層

文献による敷地周辺海域の断層分布図

【文献に記載されている活断層及び断層】

• 津軽海峡沿岸部の推定断層

• 敷地北東沖の３本の断層

• 敷地東方沖断層

• 大陸棚外縁断層

• 敷地南東沖の小川原海底谷に沿う断層

• 文献調査結果を踏まえ，以下に示す５断層を活動性評価対象断層として抽出した。
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ４．海域の活断層による地殻内地震

４．２ 文献調査（敷地を中心とする半径30km以遠）

• 文献調査結果を踏まえ，以下に示す２断層を活動性評価対象断層として抽出した。

【文献に記載されている活断層】

長さ20km程度以上の文献活断層

• 下北半島北方約100kmの２本の活撓曲

• 恵山沖断層

文献活断層

文献断層

下北半島北方約100kmの２本の活撓曲

恵山沖断層

100km

30km

30km

100km

文献による敷地周辺海域の断層分布図

東通原子力

発電所
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ４．海域の活断層による地殻内地震

４．３ 活動性の評価（敷地を中心とする半径30km範囲）

敷地を中心とする

半径30km範囲

（敷地近傍を含む）

全域

文献調査
（既往の海上音波探査等

による調査も含む）

詳細調査
（文献の精査，地形調査，
海上音波探査の解析等）

評価
（活動性，連続性）

調査項目

抽出された

全ての断層等

震源として考慮する

活断層

海上音波探査

１．文献記載の活断層及び断層の抽出。

30km範囲内のすべての文献活断層に
加えて文献断層を含めて抽出。

３．詳細調査

地形調査，海上音波探査の解析等によっ
て， 断層による地層の変位・変形を詳細に
検討し，活動性を評価する。
① Ｂｐ層あるいはＢ２部層以上の地層に変
位・変形が認められる断層について，後
期更新世以降の活動性を考慮する。

② Ｂｐ層あるいはＢ２部層以上の地層に変
位・変形が認められない断層については，
後期更新世以降の活動性を考慮しない。

【震源として考慮する活断層の評価】

後期更新世以降の活動性を考慮する活断
層を，震源として考慮する活断層として評価
する。

２．海上音波探査記録に基づく検討

断層の認められるものを抽出。

①断層が認められるもの（下位の地層から
上位の地層に系統的に変位・変形が認
められるもの）を抽出。

② 断層が認められないものは評価対象外。

• 大陸棚外縁断層

• 敷地東方沖断層，

• 敷地北東沖の３本の断層

• 敷地南東沖の小川原海底谷に沿う断層群

• 津軽海峡沿岸部の推定断層

② 断層が認められないもの

• 敷地北東沖の３本の断層

• 敷地南東沖の小川原海底谷に沿う断層群

• 津軽海峡沿岸部の推定断層

① 断層が認められるもの

• 大陸棚外縁断層

• 敷地東方沖断層

① Ｂｐ層以上に変位・変形あり

• 敷地東方沖断層

② Ｂｐ層以上に変位・変形なし

• 大陸棚外縁断層

【震源として考慮する活断層】

• 敷地東方沖断層

対象外

対象外

• 抽出した５つの断層の活動性評価の結果，「敷地東方沖断層」を検討対象として選定した。
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ４．海域の活断層による地殻内地震

４．３ 活動性の評価（敷地を中心とする半径30km以遠）

• 抽出した２つの断層の活動性評価の結果，「恵山沖断層」を検討対象として選定した。

敷地への影響が

大きな文献断層

全域
（文献断層の選定）

文献調査
（既往の海上音波探査等

による調査も含む）

詳細調査
（文献の精査，地形調査，
海上音波探査の解析等）

敷地を中心とする

半径30km以遠調査項目

１．文献調査

主要な文献記載の活断層を抽出。

敷地への影響を考慮し，目安として長さ
20km以上の文献活断層を抽出。

長さ20km程度以上の文献活断層

• 下北半島北方約100kmの２本の活撓曲，

• 恵山沖断層※

評価
（活動性，連続性）

震源として考慮する

活断層

【震源として考慮する活断層】

• 恵山沖断層

① Ｂ２部層以上に変位・変形あり

• 恵山沖断層

２．海上音波探査記録に基づき断層の認めら
れるものを抽出。

①断層が認められるもの（下位の地層から
上位の地層に系統的に変位・変形が認
められるもの）を抽出。

② 断層が認められないものは評価対象外。

① 断層が認められるもの

• 恵山沖断層

② 断層が認められないもの

• 下北半島北方約100kmの２本の活撓曲

３．詳細調査

文献調査地形調査，海上音波探査の解
析等によって， 断層による地層の変位・
変形を詳細に検討し，活動性を評価する。
① Ｂｐ層あるいはＢ２部層以上の地層に
変位・変形が認められる断層について，
後期更新世以降の活動性を考慮して
評価。

② Ｂｐ層あるいはＢ２部層以上の地層に
変位・変形が認められない断層につい
ては，後期更新世以降の活動性を考慮
しない。

対象外

② Ｂｐ層以上に変位・変形なし

（該当なし）

【震源として考慮する活断層の評価】

後期更新世以降の活動性を考慮する活
断層を，震源として考慮する活断層として
評価する。

対象外

※：恵山沖断層は文献活断層ではないが，北隣の図幅が未公刊
のため，長さ及び活動性に不確実性があることから抽出。
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断層名
断層長さ

L(km)

敷地からの
距離

△(km)

敷地東方沖断層 14.5 20

恵山沖断層 47 97

検討対象とする活断層

• 以上のとおり，敷地東方沖断層及び恵山沖断層を検討対象断層として抽出した。

• 同断層を対象に阿部（1989）の簡易予測式により推定津波高を検討する。

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ４．海域の活断層による地殻内地震

４．３ 活動性の評価：まとめ
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ４．海域の活断層による地殻内地震

４．４ 検討結果

• 推定津波高は最大0.6mであり，プレート間地震及び海洋プレート内地震に起因する津波に伴う津波高と比較して十分小さいことを確認した。

【検討フロー】

活断層調査結果より，
対象断層の位置と長さを設定。

活断層の長さ

武村（1998）の関係により断層幅を算定。
L / W = 1.5

断層幅の上限値に対応する断層長さLt及び
すべり量Dtよりすべり量Dを算定２）。

D = Dt×（ L / Lt ）

活断層の剛性率μにより地震モーメント
Moを算定。

μ = 3.5×1010（N/㎡）
Mo＝μDLW

武村（1998）の関係により地震モーメ
ントMoを算定。

Log Mo = 2.0 log L+16.64
L∝D， W = Const.

地震モーメントMoからモーメントマグニチュードMwを算定。
Mw = （log Mo－9.1）/1.5

阿部（1989）の予測式（太平洋側）により推定津波高Htを算定。
log Ht = Mw – log Δ – 5.55

断層幅の上限Wtは，地震発生層の厚さHeを15kmとし，傾斜角δを90°（45～90°のうちMwが最大となる値）とした際には，
Wt=He/sinδ=15kmとなる。また，断層幅の上限に対応する断層長さLtはLt=1.5×Wt=22.5kmとなる。

断層幅の上限に対応するすべり量Dｔは，モーメントマグニチュードをMwt=(logLt+3.77)/0.75=6.83，地震モーメントを
Mot=10^(1.5Mwt+9.1)=2.21×1019N・m，剛性率をμ=3.50×1010N/㎡とした際には，Dt=Mot/(μLtWt)=1.87mとなる。

１）

２）

L<22.5(km)１） L≧22.5(km)１）

断層幅が上限に
達していない時

断層幅が上限に
達している時

【検討結果】

断層名 Mw
断層
長さ
L(km)

断層
幅

W(km)

すべ
り量
D(m)

地震
モーメント
Mo(N・m)

津波の
伝播距離
Δ（km）

推定
津波高
Ht(m)

敷地東方沖
断層

6.5 14.5 9.7 1.21 5.91×1018 20 0.4

恵山沖断層 7.3 47 15.0 3.91 9.64×1019 97 0.6
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価

５．地震に起因する津波の評価結果のまとめ

５．１ 水位上昇側

５．２ 水位下降側



361

Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ５．地震に起因する津波の評価結果のまとめ

５．１ 水位上昇側

• 水位上昇側の決定ケースは，「十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震」に起因する津波と評価した。

発生
要因

種別 波源モデル

最大水位上昇量（m）

敷地前面 取水口前面
補機冷却海水
系取水口前面

放水路
護岸前面

地震

プレート間
地震

十勝沖・根室沖
から岩手県沖北部
の連動型地震

基準断層モデル① 11.18 9.26 9.51 9.20

津波地震 10.34 9.09 9.24 9.12

海洋プレート
内地震

正断層型の地震 9.77 4.87 5.17 4.43

海域の活断層
による地殻内
地震

恵山沖断層
0.6m

（阿部（1989）の簡易予測式による推定津波高）

■津波水位の比較
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ５．地震に起因する津波の評価結果のまとめ

５．１ 水位上昇側

• 「十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震」に起因する津波が発電所全体に与える影響が大きいことを確認した。

■最大水位上昇量分布及び敷地前面における最大水位上昇量の比較

十勝沖・根室沖から岩手県沖北部
の連動型地震

津波地震 海洋プレート内地震

【敷地前面における最大水位上昇量の比較】

最大水位上昇量の比較範囲

十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震：11.18m

A

B

CD

【最大水位上昇量分布】

：十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震

：津波地震

：海洋プレート内地震
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363Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ５．地震に起因する津波の評価結果のまとめ

５．１ 水位上昇側

■基準津波策定位置における最大水位上昇量及び水位時刻歴波形の比較

東通原子力発電所

基準津波策定位置

【水位時刻歴波形の比較】【基準津波の策定位置】

最大水位上昇量（m）

十勝沖・根室沖から岩手県
沖北部の連動型地震

5.34

津波地震 2.68

海洋プレート内地震 2.55

【最大水位上昇量の比較】

• 施設からの反射波の影響が微小となる基準津波策定位置においても，「十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震」に起因する津波の
影響が大きいことを確認した。

十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震

津波地震

海洋プレート内地震
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Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ５．地震に起因する津波の評価結果のまとめ

５．２ 水位下降側

• 水位下降側の決定ケースは，「十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震」に起因する津波と評価した。

発生
要因

種別 波源モデル

補機冷却海水系取水口前面

最大水位下降量（m）
取水口敷高※を

下回る継続時間（分）

地震

プレート間
地震

十勝沖・根室沖
から岩手県沖北部
の連動型地震

基準断層モデル② -5.10 4.2

基準断層モデル③ -5.24 4.4

津波地震 -4.27 1.3

海洋プレート
内地震

正断層型の地震 -4.59 1.9

海域の活断層
による地殻内
地震

恵山沖断層
0.6m

（阿部（1989）の簡易予測式による推定津波高）

※：補機冷却海水系取水設備の詳細は，補足説明資料「 Ⅶ．計算条件等 ４．津波水位の評価位置」に記載。
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366Ⅰ．地震に起因する津波の評価 ５．地震に起因する津波の評価結果のまとめ

５．２ 水位下降側

• 施設からの反射波の影響が微小となる基準津波策定位置においても，「十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震」に起因する津波の
影響が大きいことを確認した。

■基準津波策定位置における最大水位下降量及び水位時刻歴波形の比較

東通原子力発電所

基準津波策定位置

【水位時刻歴波形の比較】【基準津波の策定位置】

最大水位下降量（m）

十勝沖・根室沖から岩手
県沖北部の連動型地震

基準断層モデル② -3.93

基準断層モデル③ -3.00

津波地震 -2.58

海洋プレート内地震 -3.31

【最大水位下降量の比較】

十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震（基準断層モデル②）

津波地震

海洋プレート内地震

十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震（基準断層モデル③）
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